
 

令和  ８  

取得価額  

(イ )「 前年前に取得したもの」  

令和７年 1 月 1 日以前に取得した資産

の 取 得 価 額 の 合 計 を 記 載 し て く だ さ

い。  

(ロ )「 前年中に減少したもの」  

令和 7 年 1 月 2 日から令和 8 年 1 月

1 日までの間に減少した資産の取得価

額の合計を記載してください。  

(ハ )「 前年中に取得したもの」  

令和 7 年 1 月 2 日から令和 8 年 1 月

1 日までの間に取得した資産の取得価

額を記載してください。  

１．住所  2．氏名  

印字されている住所・氏名が誤ってい

る場合は訂正してください。  

電話番号を記載してください。  

屋号があれば記載してください。  

３．事業種目  事業種目を具体的に記載してください。法人の場合は、資本金又は出資金等の額を記載してください。  

４．事業開始年月  個人の場合は事業を開始した年月を、法人の場合は設立年月を記載してください。  

５．この申告に応答する者の係及び氏名  この申告内容に直接応答できる方の係名、氏名及び電話番号を記載してください。  

６．税理士等の氏名  経理を委託している税理士等の氏名及び電話番号を記載してください。  

７～１３  該当する方を〇で囲んでください。 

７．短縮耐用年数  国税局長の承認を受け耐

用年数の短縮を行っている資産。「有」の場合、「耐

用年数の短縮承認通知書」の写しを添付。  

８．増加償却  税務署長に増加償却の届出を

行っている資産。「有」の場合、「増加償却届出書」

の写しを添付。  

９．非課税該当資産  地方税法第 348 条に

該当する資産。「有」の場合、「固定資産税・都市

計画税非課税申告書」を非課税事由の証明となる

添付資料とともに提出。なお、該当資産の価額等

はこの申告に含めないこと。  

10．課税標準の特例  地方税法第 349 条の

３及び法附則第 15 条等の規定に該当する資産。

「有」の場合、「固定資産税課税標準特例適用申告

書」を提出し、種類別明細書の摘要欄に対象資産

である旨を記載。  

14．資産の所在地  資産所在地を記載  

17．備考  

該当する項目を〇で囲む。また、次のような事項に当てはまる場合は、この欄に記入してください。  

①前年中に所有者（個人）が死亡し、資産を相続した場合  →  全所有者の死亡日及び、相続人の氏名を記入  

②前年中に法人の合併等で所有者の変更があった場合  →  旧所有者の名称・住所を記入  

③翌年以降、申告書の送付を希望しない場合  →  「来年度以降、申告書送付不要」と記入  

④その他、この申告に必要な事項及び、償却資産の評価について参考となる事項がある場合  →  詳細を記入  

※登記上の所在地と異なるところ（個人の場合は住民票上の住所）への納税通知書の送付を希望される場合は、  

別途「納税通知書等送付先届出書」の提出が必要です。  

 

15．借用資産  借用資産の有無について該当

する方を〇で囲み、「有」の場合、貸主の住所、名

称等を記載。  

16．事業用家屋の所有区分   

該当する方を〇で囲む。  

 


